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一般質問

一般質問

問 5 年前の国勢調査と比べて
3,641 人もの人達が、加西

市からいなくなっている。減少数
は県下 41 市町中、神戸市△ 6,340
人と三木市△ 3,699 人に次いで第
3 位である。信じられない。人口
は、47,993 人から 44,352 人まで
縮小している。

過去 5 年間、市の魅力を高め、
若者の定住を促進する子育て支援
や人口増対策等々いろんな施策を

展開してきた結果がこれである。
行政は頑張ってやりましたと言う
が、結果が出なければやったこと
にならない。民間であれば、5 年
もの間結果を出さなければ、倒産
します。市は倒産しない。この危
機感の違いなのか。

そしてまた、そうそうたるメン
バーが市の特別顧問や参与に就い
ておられるが、そういった方々の
幅広い知見や識見を十二分に取り
入れておれば、こんな結果は出て
いなかったと思う。

そこで、5 万都市再生から遠ざ
かるばかりであるが、市長の見解
は。

答（市長）応援する意味での叱
咤激励、危機感不足という

ことだろうと思うんですが、非常
に質問が辛辣で、どう受け止めて
いいのか解らないんですが、議員

も将棋は高段者でありますし、囲
碁も有段者でありますので、大局
観を持って、もう少し長い目で見
ていただきたいのと、平成 22 年
国勢調査からの減というのは、私
も印象は全く一緒で非常にショッ
クでありますし、愕然としたのは
もう一緒であります。まず、危機
感を持つのは、同感でありまして、
再度強い危機感を持って、そして
へこたれず、ファイティングポー
ズをとり続けたいと思っておりま
す。

■その他の質問項目
・	 市長施政方針について
・	 歩くまちづくり計画について
・	 副市長２人制について
・	 学力・体力とも全国一の教育シ

ステムについて

問 現在、加西市に影響の可能
性がある自然災害につい

て、被害想定を含めてお聞きした
い。

答 今後 30 年以内における東
南海・南海地震の発生確率

は 70％（建物被害 431 棟、人的
被害 21 人、津波被害なし）、山
崎断層帯地震は１％未満（建物被
害 12,490 棟、人的被害 1,377 人）
となっています。

一方、豪雨災害については、平
成 23 年 9 月の台風 12 号による
１時間の最大雨量が 74㍉で過去

最大となりましたが、近年の状況
から、同程度の集中豪雨発生があ
り得るものと想定されます。

問 加西市の危機管理体制につ
いて。

答 地震については、震度４以
上（第１号配備体制）で災

害警戒本部の設置をします。震度
６弱以上（第３号配備）では、全
職員が警戒本部に参集し、各学校
等の避難所を自主的に開設するこ
とになっています。

豪雨災害については、降雨状況・
河川水位・発令警報等を勘案しな
がら同様の体制をとります。

また、市民や自主防災組織へは
メール・電話・広報車等で情報を
提供し、自主防災組織による避難
行動をお願いしたいと考えていま
す。

問 要援護者等を受け入れる福
祉避難所が不足していると

聞くが、避難も含めて行政のみで
対応するのは不可能である。各自
治会における日頃からの危機管理
意識が大切と考えるが、今後の課
題について。

答 災害対策の基本は自助・共
助・公助です。市民各自の

防災意識向上と、地域防災の中核
であり共助の役割を担う、自主防
災組織と消防団の組織力強化が必
要だと考えています。

今後、各地区で取り組んでいた
だいている啓発・研修事業を継続
するとともに、強化の一環として、
補助制度（１自治体あたり自主防
災事業の２分の１、上限５万円）
を活用し取り組んでいただきたい
と思います。

■その他の質問項目
・	 地域主体型公共交通について

自然災害の危機管理について

国勢調査結果について
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